
連携プログラム 研修プログラム
公立文化施設活性化計画

プログラム

概要

　地方公共団体等の自主事業における企画
制作能力の向上及び公立文化施設の利活
用の推進等を図るため、単独では実施が困
難であり、連携することにより初めて実施可
能となる事業であって、本プログラムのため
に新たに自ら企画し、３以上の地方公共団
体等が連携して、共同で制作する公演・展
覧会のうち「地域交流プログラム」を伴うもの
について助成する。
　また、「連携プログラム」の実施に向けた準
備として前年度に実施する企画調査及び連
絡調整等の取り組みのうち、地域創造が特
に認めるもの（以下「連絡調整事業」とい
う。）について助成する。
さらに、本事業の成果を広く還元するととも
に、文化・芸術の振興を通じて、創造性豊か
な地域づくりの推進を図るものとする。

　地方公共団体等の自主事業における企画
制作能力の向上及び公立文化施設の利活
用の推進等を図るため、公立文化施設等の
企画・運営に携わる者や「地域文化コーディ
ネーター」等の地域の文化・芸術活動を担う
者を対象として、スキルの向上及びノウハウ
の習得を目的とする、地方公共団体等が主
体的に企画・実施する実践的な人材育成事
業に助成する。
　また、本事業の成果を広く還元するととも
に、文化・芸術の振興を通じて、創造性豊か
な地域づくりの推進を図るものとする。

　公立文化施設の利活用の推進等を図るた
め、地域において果たすべき公立文化施設
の役割及びその実現のための方策を記載し
た計画を策定する事業に助成する。
　また、本事業の成果を広く還元するととも
に、文化・芸術の振興を通じて、創造性豊か
な地域づくりの推進を図るものとする。

対象期間 １年間 １年間
２か年以内
(各年度ごとの申請を審査したうえで決定す
る。)

助成上限額
１　１団体 500万円、全体3,000万円
２　連絡調整事業　100万円／年
　　（代表する１団体のみ）

200万円／年 200万円／年

事業実施者

１　都道府県、市区町村（地方公共団体）
２　特定指定管理者（地方公共団体1/2以
上出資法人）
３　一般指定管理者（２以外の指定管理者）
４　特定公益法人（２以外の地方公共団体
1/2以上出資法人）
５　実行委員会等

１　都道府県、市区町村（地方公共団体）
２　特定指定管理者（地方公共団体1/2以
上出資法人）
３　一般指定管理者（２以外の指定管理者）
４　特定公益法人（２以外の地方公共団体
1/2以上出資法人）
５　実行委員会等

１　都道府県、市区町村（地方公共団体）
２　特定指定管理者（地方公共団体1/2以
上出資法人）
３　一般指定管理者（２以外の指定管理者）
４　特定公益法人（２以外の地方公共団体
1/2以上出資法人）

申請者

１　都道府県、市区町村（地方公共団体）
２　特定指定管理者（地方公共団体1/2以
上出資法人）
３　特定公益法人（２以外の地方公共団体
1/2以上出資法人）

１　都道府県、市区町村（地方公共団体）
２　特定指定管理者（地方公共団体1/2以
上出資法人）
３　特定公益法人（２以外の地方公共団体
1/2以上出資法人）

１　都道府県、市区町村（地方公共団体）
２　特定指定管理者（地方公共団体1/2以
上出資法人）
３　特定公益法人（２以外の地方公共団体
1/2以上出資法人）

申請要件

３以上の地方公共団体等が連携して実施す
るものであること。[連携数]
本プログラムは、原則として同一地方公共団
体の重複採択を行わない。［重複］

事業要件

助成率

１　地方公共団体等が、主体的に企画し、
実施する事業であること。[自主性]

２　地域における文化・芸術環境づくりを担う
者として、以下の者を対象とするものである
こと。[対象者]
　①　地方公共団体において文化行政を担
う者
　②　公立文化施設に携わる者
　③　公立文化施設と連携し、「地域交流プ
ログラム」等を実施する学校の教員、福祉施
設の職員、ＮＰＯ等の関係者
　④　「地域文化コーディネーター」として、
地域と文化・芸術活動とをつなぐ活動を行う
者
　⑤　上記①～④に該当しない地方公共団
体の職員
　※⑤を対象とする研修事業については、
地方公共団体の職員が文化・芸術を通じて
地域の課題に向き合う取組を促進することを
目的として、アートの手法を用いたワーク
ショップ等を実施するものに限る。

３　実践的な内容を伴う研修であること。［実
践性］
　①　ワークショップやアウトリーチなどの体
験型プログラム
　②　少人数によるグループ討議、フィール
ドワークなど、受講者の主体的な参加を伴う
双方向型プログラム
　③　研修期間が2日以上であること。
※アーティストによる質の高い創作活動に直
接触れることにより、参加者の感受性やコ
ミュニケーション能力を引き出すなどの幅広
い効果が期待される「地域交流プログラム」
を、未実施の公立文化施設等に普及するこ
とを主たる目的とし、当該プログラムの実務
を担うことが期待される担当者等に対する導
入促進のための効果的な普及活動を内容と
する事業については、③の要件の一部を満
たさない場合であっても対象とする。 なお、
本財団が実施している「地域創造フェスティ
バル」を参考とすること。

４　他の地域の参考となるような研修である
こと。［モデル性］

１　連携する地方公共団体等が主体的に企
画し、制作・実施する事業であること。[自主
性]

２　公演・展覧会とは別に、アーティスト等に
よる学校や福祉施設等でのアウトリーチや、
公募型ワークショップなどの地域交流プログ
ラムを実施すること。[地域交流]

３　連携により、事業の制作及び運営能力
の向上に資するものであること。また、中核と
なる幹事団体の主導の下、連携団体間にお
いてノウハウの共有及び蓄積が図られるな
どの効果が認められるものであること。[連携
による運営能力向上効果]

４　連携により、経費節減の効果が図られる
ものであること。具体的には、出演団体の出
演料や旅費、広報物等の印刷経費の節減と
いった、経済的な効率化などの効果が認め
られるものであること。[連携による経費節減
効果]

５　地方公共団体等が、申請に際して新た
に企画し、制作・実施する事業であること。
［新規性］

６　公演・展覧会は、原則として、助成申請
を行う地方公共団体等の区域内に所在する
公立文化施設を会場とすること。[会場]

７　公演・展覧会等の開催に際しては、適正
な額の入場料・参加料等を徴収すること。
[入場料]

１　地方公共団体等が、主体的に企画し実
施する事業であること。[自主性]

２　次のいずれかの内容を含む計画を策定
する事業であること。[対象事業]
　①　公立文化施設の政策評価（類似する
他の公立文化施設が評価を行う場合（いわ
ゆるピア・レビュー）を含む。）
　②　市町村合併に対応した公立文化施設
の管理・運営方策
　③　公立文化施設による地域活性化効果
の調査

３　他の地域の参考となるような計画である
こと。［モデル性］

２／３以内 ２／３以内 ２／３以内


